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研究成果の概要（和文）：認知症とともにより良く生きていくためには、自律・自己決定の尊重が重要となる。
軽度認知障害・軽度認知症に対するセルフマネジメント支援の事例検討より、セルフマネジメント支援は、本人
の自己洞察・病識が保たれている段階では有効なことが示唆された。自己洞察能力の保たれている事例では、行
動変容の意思を持ち、自己洞察を継続したが、自己洞察能力の低下していることが推察される事例ではそもそも
課題認識を持たなかった。ただし事例検討からの仮説であり、今後の検証が必要である。当研究の総括として自
立が障害されていく認知症において他者との関係性を維持・再構築していくための支援の在り方を展望論文で提
案をした。

研究成果の概要（英文）：Based on the case study of the group meeting interventions to empower 
self-management for persons with mild cognitive impairment and mild dementia, it was suggested that 
self-management support might be effective at the stage when the person retained sufficient 
self-insight and awareness. The person with preserved self-insight could be willing to modify his 
behavior and sustain self-insight, while the person with diminished self-insight failed to recognize
 his own problems in the first place. However, this is a hypothesis based on the cases and needs to 
be verified. To summarize this study, co-beneficial relationship-based care was proposed in a 
perspective paper as a method to support persons with dementia to maintain and rebuild relationships
 with others.

研究分野：認知症

キーワード： 認知症　軽度認知障害　エンパワメント　幸福感　自己洞察

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
認知症の早期受診が推奨される一方、認知症の原因疾患の根本治療薬は未開発で、非薬物療法の進行予防の頑健
なエビデンスの報告は無く、早期に受診をしても、進行予防の頑健なエビデンスに基づいた治療の提供は期待で
きず、診断告知により、本人の不安が増強される等のデメリットも指摘されている。認知症の早期診断・早期受
診のメリットは、意思決定のできる段階で認知症とともにどのように生活をしていくのか、意思決定をしていく
ことにあり、そのための心理的サポートの提案・議論が求められていると考えられる。本研究では日常生活に焦
点をあて、認知症がありながらもその人らしく生きていくことを支える提案を行った。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
認知症の早期発見推進のもと、軽度認知障害（MCI）・認知症の軽度の段階で診断を受けるケ
ースが増加している。認知症の早期介入では、認知機能の維持・向上に重点が置かれる傾向が
あるものの、現在のところ多くの認知症の原因疾患の根本治療法は確立しておらず、また、進
行を緩やかにする非薬物療法の頑健なエビデンスの報告は無い。したがって、認知症本人・家
族は、疾患の治療・認知機能の回復を期待してMCI・軽度認知症の段階で受診をしても、必ず
しも認知症発症・進行が予防できるということではない。このように、早期診断・早期受診が
推奨される一方、早期に受診をしても、発症・進行予防の頑健なエビデンスに基づいた治療の
提供は期待できず、また、本人・家族の不安が受診により解決されるということも必ずしも期
待できない状況がある。むしろ、診断告知により、不安が増強され、心理的な状況が認知症進
行のリスクとなる可能性も指摘されている。 

MCI・認知症の軽度の段階での心理的支援は重要な課題であるが、診断後支援として何を目
的として医療を提供するのか、患者・家族側がどのように認知症に向き合っていくのか、何よ
りも、診断後、認知症とともに過ごしていく人生をどのように支援していくのか、という議論
はこれまであまりなされてこなかった。そこで本研究では、認知症本人が認知症に向き合い、
MCI・軽度の段階で進行を見越して、今後の人生をどのように自己管理していくのか、意思決
定をしていくための支援を提案することとする。近年、人生の終末期の医療をはじめ、どのよ
うな医療・ケアを受けるのかに関して、認知症本人が軽度の段階で先んじて意思決定をするこ
とが推奨され、その意思決定支援が重要な課題として注目されるようになってきるが、意思決
定は医療・ケアの決定に限定されるのではない。全ての行動は人の自由な意思決定に基づいて
行われるため、毎日の生活は意思決定の連続である。生きていく上では、この毎日の小さな意
思決定の積み重ねが大切であり、意思決定の積み重ねが行動変容につながる。 
認知症の早期発見・軽度の段階での受診のメリットとして、意思決定のできる段階で認知症
とともにどのように生活をしていくのか、進行を見越して意思決定をしていくことがあげられ
る。そして、そのための心理的サポートの在り方の議論が求められているということが考えら
れる。認知症ケアとは認知症とともに生きる日常生活を支えることであり、本研究では日常生
活に焦点をあて、認知症がありながらもその人らしく生きていくことを支える提案を行う。 
 
２．研究の目的 
本研究では、認知症本人が認知症に向きあう姿勢として、‘Self Management of autonomous 

Interdependence LifE (SMILE): 互恵関係のセルフマ
ネジメント’を提案している。大半の認知症の原因
疾患は進行性であり、進行につれて生活の障害が顕
在化してくるが、生活の在り方は個別性が高く、個
人の状況、意向に合わせた個別支援が求められる。 
支援で最も重要なことは、主体である認知症本人
の自由な意思決定である。軽度の段階での認知症支
援では、運動・認知訓練指導等が重視される傾向に
あるが、運動・認知訓練が認知症進行予防に資する
という頑健なエビデンスの報告はなく、認知機能の
向上・症状改善を自己目的化して生活をしても、認
知症から回復することは期待できない。むしろ、本
人が生きる目的を持ち、毎日をより良く暮らしてい
くために毎日の生活を整えていく、という発想で生
活をしていくことが認知症予防に資するということ
が、臨床の実践の実感として語られている。すなわ
ち、認知機能維持を目的とするのではなく、認知症
を持ちながらも身体的健康、精神的健康、そして社
会的健康を目指していくというセルフマネジメント
の積み重ねが結果的に認知症進行予防につながると
いうことが、臨床の実感として語られている。 
また、軽度の支援では自立支援が強調されるが、そもそも、認知症は自立が障害されていく
疾患であり、自立を前提としたセルフマネジメントは可能であっても極く軽度の段階に限定さ
れる。できるかぎりの自立を望み、その支援をするということも重要であるが、進行にともな
って、いずれ限界がくる。その限界をできるだけ引き延ばしていく、という発想とは逆に、自
己決定で、少しずつ、支援を取り入れていくという他者との協働で進行による生活の変化に対
応していくことが臨床経験から望ましいと考えられる。このように、初期から independenceで
はなく interdependenceの生き方を選択し、自分でできることは自分でしつつも、出来ないこと
は人の手を借りて生活をしていく、という考えで、自分に必要な支援を自覚し、必要な支援を

図 1 SMILE プログラム 



他者に求めていくという生き方を選択していくことは、早期発見の意義の一つともいえる。 
本支援では、生活の基本的要素として運動・睡眠/生活リズム・食事に関して、個々人が自分
の生活をセルフマネジメントしていく過程を支援していく。さらに、先行研究及び臨床実践等
から認知症進行予防に資するとされている知的活動・趣味活動（楽しいと思うことをするこ
と）・笑うこと・社会参加・利他的活動/役割に関して、どのような意味を持つのか理解した上
で、個々人が自分の日常生活に取り入れ習慣化していく過程を支援していく。SMILEの特徴と
して、1) 自主性を重視し、個々人が自分にあった生活を選択していくという自律型支援 2) 本
人・家族が共に生活に向きあうことにより、ケアの授受の関係性でなく一緒に生きていく互恵
の関係性を構築していくための支援という、自律的・互恵的な相互依存関係（autonomous 
interdependence）の構築を目指す支援であることがあげられる。「進行しないために何をする
か」ではなく、「今を楽しむ、認知症とともによりよく生きる今を積み重ねていく」ことで、結
果的に認知症の進行予防につながり、病気を受け入れ安心してよりよく生きていく支援を目指
すものである。本研究は、SMILE支援の支援方法の検討・効果検証、認知症本人と支援者の互
恵関係の支援の在り方の提案を目的としている。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、1) 支援の提案、2) 予備介入、3) 本介入、4) 総括提案を計画をしていたが、新
型コロナ感染拡大により本介入は未実施となった。 
1)  SMILE支援は 2019年に展望論文を発表しているが、認知症ケアの本質は対話であること
から、臨床実践に基づいてコミュニケーション支援方法に関する展望論文を発表し、予備介入
のプロトコルに具体化した。 
2)  予備介入のプロトコルは、1) のコミュニケーション支援方法で心理的サポート方法を設定
し、国立長寿医療研究センター外来に通院するMCI・アルツハイマー型初期認知症患者のう
ち、同意の得られた患者・家族（主たる介護者）を対象として実施をした。参加者はMini 
Mental State Examination (MMSE) 20点以上で、失語が無いなど言語で意思疎通可能であるこ
と、MCI・認知症以外の精神疾患の診断を受けていないこと、かつ、主介護者とともに、毎
回、出席可能な者とした。介入方法は本人・家族参加のグループミーティングで、認知症によ
る生活の障害の対応について話し合い、SMILEのシートを用いて、解決に向けて、生活の記録
を習慣化する支援を行った。対象者は 3~4組程度で週 1回、1時間の介入を 10回実施した。な
お、対照群は、通常の診療の支援を行った。介入の効果判定は、ストレス対処能力・首尾一貫
感覚(SOC: Sense Of Coherence)を主要評価項目とした。SOCは、自己の状態の理解し
(comprehensibility)、課題に対処し(manageability)、過程に意味があると感じる(meaningfulness)と
する 3要素を評価する指標で、早期発見と適時支援を目的とする欧州の国際的な研究者のグル
ープ(early detection and timely INTERvention in DEMentia: INTERDEM)が、認知症本人が能力を活
かして生活をしていく上で重要な要因としており、MCI・認知症の診断という大きな人生の危
機に際して、それを乗り越えていく力を評価する指標と考えられる[1]。副次的な効果評価とし
て、主観的な well-beingを評価するWHO-5 精神的健康状態表を用いた[2]。また、本介入は行
動・心理症状(BPSD)の軽減・発現予防つながると予測されることから、行動心理症状の評価と
して、自記式の NPI(Neuropsychiatric Inventory)-Q[3]を用い、家族の介護負担は、8項目版 Zarit 
Burden Interview(ZBI)[4]を用いて評価した。倫理面への配慮として、介入は国立長寿医療研究セ
ンター 倫理・利益相反審査の承認を受け実施をした（受付番号 1154-2）。   
3) 本介入は、予備介入の結果を検討して介入プロトコルを設定したが、未実施となった。 
4) 総括として予備介入の事例を検討し、互恵の関係性に基づくケアの展望論文を発表した。 
 
４．研究成果 
1)  支援の在り方の提案としてコミュニケーション支援方法に関する展望論文を発表した。
(Maki Y, Iritani S, Terada S, Hattori H. Communication support for persons with dementia through ‘Self-
Management of Autonomous Interdependent Life Empowerment’. Journal of Geriatric Care and 
Research, 2019 6(2), 56-62.) 展望論文では、認知症による社会認知の低下・コミュニケーション
機能の変化の特徴を前提として、臨床実践に基づいて支援方法を提案している。認知症のコミ
ュニケーション機能として、失語をはじめ言語機能の低下の研究が進められているが、MCI・
認知症軽度の段階でのコミュニケーション機能としては、社会認知機能の低下が課題となる。
代表的な社会認知機能として他者の心的状態を推察するこころの理論機能があげられるが、認
知症では軽度の段階からこの機能が低下することが報告されている。軽度の段階で言語による
情報伝達・客観的意味理解が可能な場合にコミュニケーションの障害はないとみなされること
もあるが、他者の心的状態・意図理解の機能低下により、ミスコミュニケーションがおこる可
能性がある。また、自己洞察も社会認知機能に含めて解釈されることがあるが、認知症では自
己洞察の機能も低下していき、自己の認知機能を客観的に判断し、自分の能力を補うために
は、どのような支援が自分には必要であるかを明確に認識することも難しくなっていくことが
想定される。社会認知機能低下は個人差が大きく、コミュニケーション支援には、個人個人の
社会認知機能を評価し、本人の機能に合わせた支援が求められる。 
言語で意思決定・意思表示のできる軽度の段階では、進行を見据えてどのような生活をして
いくのか、家族をはじめ生活を支えていく人たちと話し合っていくことが重要であり、個人に



応じたコミュニケーション支援が求められる。展望論文ではアルツハイマー型認知症をはじ
め、認知症での社会認知の低下を解説し、それに応じた支援を提案している。 

 
2)  予備介入は、配偶者に対する暴力傾向のある 2例のケース報告を行った。(Maki Y. Self-
prevention and self-management of the behavioral and psychological symptoms of dementia: A case study 
Alzheimers Dement Care. 2021;6(1):11-18.) 74歳アルツハイマー病によるMCI男性、MMSE26
点（A）と 78歳アルツハイマー型認知症男性、MMSE23点（B）の報告で、暴力という BPSD
を自分自身で予防し行動変容をするためには、社会認知機能の自己洞察による暴力の自覚が前
提となることが示唆された事例である。介入は、A,Bを含む 4組の夫婦で 10回のグループミー
ティングを実施した。 
 Aは、地域社会でボランティア活動を生きがいとしていたが、自己の認知機能の低下があ
り、地域活動でのコミュニケーション能力に関して不安を感じ、活動継続には今後サポートを
受ける必要性を自覚していた。家庭内での配偶者への暴力傾向の自覚もあり、今後、家族関係
を良好に保つために暴力傾向を改善したいと考え、ミーティングでは、毎回、どのように自分
の気持ちをコントロールしていくのかに関して、グループのメンバーにアドバイスやサポート
を求めた。10回のグループミーティング後、Aは暴力を自制することができ、SOCは 44から
52と向上した。副次的評価項目の主観的Well-beingのWHO-5は 12から 8と低下、BPSD評価
の NPI-Qは 2で変化なし（NPI-Qには暴力の項目が含まれていない）、介護負担の ZBIは 9か
ら 4と改善した。1例であり、当質問紙は心理評価であり、客観的な判定基準が示されていな
いことから、質問紙のスコアの変化を論じることは適切ではないが、Aは SOCの内容を理解
し、自己の課題の理解(comprehensibility)に基づいて、課題に対処し(manageability)、配偶者に対
する暴力傾向を自制することができたことに意味があると感じることができた
(meaningfulness)。このように、Aは自分自身を内省して、ストレス対処能力・首尾一貫感覚の
向上の自覚を持つことができ、グループミーティングを通じて、自己の課題を他者と共有し、
行動変容をしていくことで、今後の機能低下に対応していく、という見通しを持つことができ
た。 
 Bは暴力の自覚は無く、そもそも、行動変容の意欲を持つことが無かった。Bも地域活動を
生きがいとしていたが、一緒に参加をしている配偶者の気づいている他者とのミスコミュニケ
ーションの自覚を持つことも無かった。自己洞察の能力の評価は実施しなかったが、Bは自己
洞察の機能が低下していることが推察される。10週後、暴力傾向は変化が見られなかったが、
自己評価の SOC(76→85) 、WHO-5(21→23) ともに改善を示した。配偶者の評価する NPI-
Q(3→8、ただし暴力は項目に含まれず)、ZBI(12→15)は悪化を示した。Aと同様に、1人の評価
であり、当質問紙は心理評価であり、客観的な判定基準が示されていないことからスコアの変
化を論じることは適切ではないが、Bの場合には、自己洞察の能力の低下により、質問紙の回
答の信頼性の検討が必要と考えられる。自己洞察が低下し、自己の状態の客観的な評価が困難
な場合には、高評価になる傾向が報告されており、Bの 10週後の SOC、WHO-5が介入前より
も高いスコアとなったのは、自己洞察の低下の影響が排除できないと考えられる。 
 2ケースの検討により、セルフマネジメント支援には自己洞察機能が維持されていることが
前提となることが示唆された。自己洞察機能が保たれている場合には、内省をし、よりよく生
きるために行動・生活習慣を修正する動機を持ち、自己を振り返りながら行動変容をしていく
ことができ、さらに適切な支援により、効果的に行動を修正することができると考えられる。
また、自己洞察が低下している場合に、自己評価の信頼性の検討も課題となる。自己洞察が低
下している場合、自己評価が高くなる傾向はしばしば指摘をされている論点である。セルフマ
ネジメント支援が有効となる対象者の検討として、自己洞察の評価の必要性の検討が今後の課
題である。 
 
3)  本介入は未実施である。1,2の検討を踏まえて社会認知の低下を前提としたコミュニケーシ
ョン支援を中心にプロトコルを設定しており、効果検証は今後の課題である。 
 
4)  総括として互恵のケアとして、展望論文を発表した。(Maki Y, Nakamura K. Co-beneficial 
relationship-based care for persons with dementia. Ann Alzheimers Dement Care 6(1): 001-006.) 認知
症は自立が障害される疾患であり、進行に伴い他者のサポートが必要となっていき、他者との
関係性が必然的に変化していく。その反面、軽度の段階においても社会認知機能の低下が他者
との関係性に影響していく。認知症支援では、本人の意思・自己決定の尊重が基本となるが、
自立が障害される認知症では、他者との相互依存の関係性を前提とした生活全般の支援が必要
となる。当研究で提案をするセルフマネジメント支援では、自立ではなく自律・自己決定を重
視し、autonomous interdependence すなわち自己決定により他者の支援を受け入れていくという
選択を支援する。認知症では他者の支援を必要とするが、一方的に支援を受けるのではなく、
他者との互恵の関係性を維持していくためには、社会認知の低下に配慮した支援が必要となっ
ていく。展望論文では、当研究での検討を踏まえた提案を行ったが、さらにプロトコルを改良
し、支援効果検証が今後の課題である。 
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